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府 消 委 第 号 

令和７年７月　日 

内閣総理大臣 石破 茂 宛て 

消費者委員会委員長 鹿野 菜穂子 

答  申  書 

令和５年11月７日付け消制度第319号をもって当委員会に諮問のあった、超高

齢化やデジタル化の進展等消費者を取り巻く取引環境の変化に対応するため、

消費者の脆弱性への対策を基軸とし、生活者としての消費者が関わる取引を幅

広く規律する消費者法制度のパラダイムシフトについて、下記のとおり答申す

る。 

記 

別添「消費者法制度のパラダイムシフトに関する専門調査会報告書」の内容を

踏まえ、消費者ならば誰しもが多様な脆弱性を有するという認識を消費者法制

度の基礎に置き、既存の枠組みに捉われない抜本的かつ網羅的なルール設定に

向けて、種々の規律手法を目的に応じ有効かつ適切に組み合わせて実効性の高

い消費者法制度を整備すべく更なる具体的な検討を行うなど、必要な取組を進

めることが適当である。 

（追加資料2）


